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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗:改善　↘:悪化　→:変化なし　―:数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位:千円、人）

R6年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計
（予算現額） うち一般財源

5.8

R5年度 0 486,770 △ 39,451 447,319 58,304 442,127 5.8

R4年度 9,455 436,541 9,226 455,222 57,402 450,156

0 520,245 △ 86,398 433,847 53,521 429,010 5.8

事業番号 09 01 01 事業改善シート（令和６年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・国有農地等の処分に向け、取得希望がある農地等において、測量を実施

・令和5年度から令和9年度を計画期間とする、「第4期⾧野県食と農業農村振興計画」がスタート
・農業農村を取り巻く環境や課題は社会情勢の変化に伴って複雑化しており、状況に応じた施策の実施、計画の適切な進捗管理を行
うとともに、地域農業を支える農業委員会や農業協同組合、農業共済組合への適切な支援、指導が必要
・また、国有農地等の管理に関する事務は都道府県に委託されており、早期に管理の適正化を図り、処分可能な状態にすることが求め
られている（管理面積R7.3.31現在:1,575,718㎡）

本県の農業施策全般について審議する「⾧野県食と農業農村振興審議会」の開催、地域の農業を支える市町村農業委員会等への補
助、農業協同組合や農業共済団体への適切な検査・指導の実施等により、「第4期⾧野県食と農業農村振興計画」における食と農業
農村のめざす姿の実現を推進する。また、国有農地等を適正に管理し、早期の処分を進めていく。

①⾧野県食と農業農村振興審議会の開催

・農業協同組合及び農業共済組合の健全な運営を確保するため、法令に基づき検査・指導を実施
・財務諸表など、特に高度で専門的な項目等については公認会計士を活用した検証による改善指導を実施

④国有農地等の適正な管理処分

・「第４期⾧野県食と農業農村振興計画」に基づき県が実施する食と農業・農村の振興に関する施策の実施状況等に対する意見・提
言を求めるため、農業者や農業関係団体、市町村、県議会、消費者、食品産業・流通事業者等の代表者で構成する審議会及び地
区部会を開催

②農業委員会等への補助
・農業委員会が役割を十分果たすことができるよう、農業委員等の報酬や農地の利用調整、農地利用の最適化活動等に対する助成を
実施
・県域レベルでの連絡調整や優良事例の横展開など、農業委員会の効率的かつ効果的な活動に資するよう、⾧野県農業委員会ネット
ワーク機構が行う農業委員会支援業務の運営経費の一部を補助

E-mail
事　業　名 農業政策推進事業

部局 農政部 課・室 農業政策課

成⾧産業の創出・振興

成⾧産業の創出・振興

2-1①

2-1①

実施期間 S26 ～

R6年度

実績 推移

③農業協同組合や農業共済団体への適切な検査・指導

単位
R4年度 R5年度

No. 指標名
R6年度
目標値

nosei pref.nagano.lg.jp

年／
年度 数値

2024
(R6)

4,346
（県推計値）

2024
(R6) 987

直近３か年の状況
年／
年度 数値

2023
(R5)

2022
(R4) 3,719

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／
年度 数値

2027
(R9) 3,700

2027
(R9) 1,300

達成
状況

目標値設定理由

達成目標
（☆印が付いているものは主要目標）

☆農業農村総生産額

荒廃農地解消面積

実績 実績 推移

単位

億円

ha 1,222

3,911

2023
(R5) 8432022

(R4)

年／
年度 数値

第4期⾧野県食と農業農村振興計画において、令和9年目標を
54％としており、計画2年目となる令和6年度は47％を目標とし
て設定

令和６年度に改選を迎える20農業委員会のうち、女性農業委
員が１名のみの農業委員会が４農業委員会あることから、令和
５年度末見込み値の167名に４名を加えた171名を設定

①③④

②-1

②-2

未達成

達成

47

171

↗

↗

43

166

43

157

45

174

→

↗

%

人

指標なし

中核的経営体への農地集積率

女性農業委員数



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

指標

指標

②-1

②-2

農地中間管理事業の活用を市町村やJA等関係団体と進め、担い手の利用する農地は約47,000haになったが、集積率は約45％と
目標には到達しなかった。

女性農業委員数 R5年度推移 ↗ R6年度推移 ↗ 達成状況 達成

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題
・県として、審議会で意見のあった、人口減少下における農業分野での担い手確保の対応などについて着実に取り組むことが必要。
・女性農業委員の少ない地域からは「農業者数が減少傾向にあり、女性農業委員に限らずそもそも委員のなり手自体が不足している」
等の意見があり、地域での理解醸成や候補者人材の育成・掘り起こし等が課題。
・経営管理態勢や財務管理、信用・共済・経済など多岐にわたる事業について、表面的な非違事項の検出にとどまらない本質的な課題
や問題点を把握する検査技法の高度化を進め、組合の納得感を得られるよう、深度ある検査を行う必要がある。
・前年度の落札率を加味したうえで測量費用を再配当することができたが、見込みよりも低価格で入札されたことで入札差金が発生し
た。また、発注の時期が見込みよりも遅くなったことで、入札差金を十分に活用することができなかった。

(2) 事業改善の方策
・審議会でいただいたご意見を施策へ反映させ、引き続き、「第4期⾧野県食と農業農村振興計画」の着実な推進を図っていく。
・女性農業者の活動支援を通じて、地域での理解醸成や候補者の掘り起こしを進めたり、⾧野県農業会議による研修会や改選農業委
員会への女性登用促進キャラバン等の取組を支援し、登用数・割合の増加を促進する。
・効果的かつ深度ある検査を実施するため、組合の特性や事業内容等に着目し、重点的に実施する事業部門やテーマを明確にし、問
題の本質的な改善につながる検査を行う。また、経営実態やリスク分析を行い、レビュー手法により事業運営に資する提言を行っていく。
・入札差金が縮小するよう引き続き設計書の積算方法について見直しを行うとともに、入札差金を効率的に活用できるよう測量業務の早
期発注に取り組む。

改選を迎えた16農業委員会のうち６農業委員会で女性農業委員数が増加したことにより、目標を上回った。研修会や啓発活動を通じ
て女性農業委員登用の意識が浸透したことが要因と考えられる。

達成状況 未達成

①⾧野県食と農業農村振興審議会の開催
・「第4期⾧野県食と農業農村振興計画」に基づき県が実施する施策の実施状況や今後の施策展開に係る意見聴取を行うため、審議
会及び地区部会を開催(審議会の開催数１回、10広域における地区部会の延べ開催数10回)

②農業委員会等への補助

③農業協同組合や農業共済団体への適切な検査・指導

中核的経営体への農地集積率 R5年度推移 → R6年度推移 ↗

農政部 課・室 農業政策課

・農業協同組合及び農業共済組合の健全な運営を確保するため、法令に基づき検査・指導を実施
・財務諸表など、特に高度で専門的な項目等については公認会計士を活用した検証による改善指導を実施

④国有農地等の適正な管理処分
国有農地等の処分に向けた測量の実施
・佐久地域１か所（佐久穂町１か所）
・上田地域１か所（上田市１か所）
・諏訪地域１か所（富士見町１か所）
・南信州地域２か所（飯田市２か所）
・北アルプス地域２か所（大町市１か所、池田町１か所）

農業委員会に対する交付金
・農業委員会交付金　77市町村農業委員会に対し194,770千円を交付
・農地利用最適化交付金　64市町村農業委員会に対し141,609千円を交付
・機構集積支援事業　38市町村農業委員会に対し15,694千円を交付

農業委員会ネットワーク機構に対する補助金
・（一社）⾧野県農業会議に対し62,890千円を補助

事業番号 09 01 01 事業改善シート（令和６年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 農業政策推進事業 部局



千円

R4年度
決算額

R5年度
決算額

R6年度
決算額

1,570 1,479 1,567

千円 千円 千円

R4年度
決算額

R5年度
決算額

R6年度
決算額

11,936 12,115 11,707

千円 千円 千円
No.

4

1

国有農地等管理処分事業取扱事務費

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（実績）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

事業番号 09 01 01 細事業一覧（令和６年度実施事業分）

R4年度
決算額

7732,1061,881

千円千円千円
細事業を構成する主な取組

「⾧野県食と農業農村振興審議会」
の開催

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業
No.

R6年度
決算額

R5年度
決算額

細事業名

食と農業農村振興審議会経費

No.

1

部局 農政部 課・室 農業政策課

令和６年度実施内容（実績）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

「第４期⾧野県食と農業農村振興計画」に基づき県が実施する施策の実施状況
や今後の施策展開に係る意見聴取を行うため、審議会及び地区部会を開催

審議会の開催数１回、10広域における地区部会の延べ開催数10回

事　業　名 農業政策推進事業

実施方法

細事業
No.

細事業名

2 農業委員会等補助事業費

直接

R4年度
決算額

R5年度
決算額

R6年度
決算額

434,769 426,427 414,963

千円 千円

4
農業委員会ネットワーク機構費補助
金

農業委員会ネットワーク機構が行う農業委員会への活動支援などの業務が適切に
実施できるよう必要な経費を支援補助金

補助対象:（一社）⾧野県農業会議　62,890千円

交付対象:77市町村農業委員会　194,770千円

2 農地利用最適化交付金
農業委員会による農地利用の最適化に向けた積極的な活動に要する経費を交付

交付金

交付対象:64市町村農業委員会　141,609千円

No.

3 機構集積支援事業

農地の利用状況調査、遊休農地の所有者の利用意向調査、農地等の台帳の調
査等に要する経費を支援交付金

実施方法 令和６年度実施内容（実績）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

細事業
No.

細事業名

3 農業共済団体等指導費

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（実績）（上段:事業概要、下段:活動によるアウトプット）

1 農業委員会交付金

市町村の農業委員会事務が適切に行えるよう農業委員及び農地利用最適化推
進委員の基礎的な手当等の経費を交付交付金

交付対象:38市町村農業委員会　 15,694千円

細事業
No.

細事業名

農業共済団体等指導事業

・法令の規程に基づき農業協同組合及び農業共済組合の検査・指導を実施
・経営管理態勢やリスク管理の検証等、課題の本質的な改善につながる深度ある
検査を公認会計士を活用し実施直接

総合農協8組合（うち公認会計士活用8組合）、農業共済組合１組合

No. 細事業を構成する主な取組

1 国有農地等の測量
取得希望がある国有農地等について測量を実施

委託

実施箇所数　７筆


